
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
二軸配向ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレートフィルムの少なくとも片
面に、アルキッド樹脂、アクリル樹脂及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物１００重量部
に対し、シリコーン樹脂１～３０重量部を配合して得られる樹脂組成物を主成分とする離
形層を設けた離形フィルムであって、１２０℃における１５０ｇｆ／ｍｍ 2応力下での寸
法変化率の絶対値が応力方向及びその垂直方向とも０．２％以下であることを特徴とする
離形フィルム。
【請求項２】
１２０℃における１５０ｇｆ／ｍｍ 2応力下での寸法変化率の絶対値が、応力方向及びそ
の垂直方向とも０．１％以下であることを特徴とする請求項１記載の離形フィルム。
【請求項３】
樹脂混合物中のメラミン樹脂の量が、アルキッド樹脂及びアクリル樹脂の合計量１００重
量部に対し、１０～２００重量部であることを特徴とする請求項１又は２記載の離形フィ
ルム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は離形フィルムに関し、詳しくは水系塗液を用いて塗設される粘着剤被膜の保護フ
ィルム、あるいは水系溶液や水系スラリーを用いて成形される樹脂シート、樹脂被膜、セ
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ラミックシート等の成形用キャリヤフィルムに有用で、更に詳しくは塗液や樹脂等の塗設
時の加熱処理において寸法変化の極めて小さい離形フィルムに関する。
【０００２】
【従来の技術】
離形フィルムは、各種粘着剤被膜の保護フィルムとして広範に使用されている。通常、粘
着剤被膜はベースフィルムの表面に粘着剤と溶剤とを含む塗液を塗工した後、加熱して溶
媒を除去する方法で塗設される。そして離形フィルムは、この粘着剤被膜の表面に積層さ
れ保護フィルムとして用いられている。
【０００３】
また、離形フィルムは、樹脂シート、樹脂被膜、あるいはセラミックシート等を成形する
際のキャリヤーフィルムとしても用いられる。例えば、樹脂シートは、塩化ビニル樹脂等
を溶媒に溶解させた樹脂溶液を離形フィルム（キャリヤーフィルム）上に塗工し、溶媒を
加熱除去した後、キャリヤーフィルムから剥離分離されてマーキングシート用の塩化ビニ
ールシート等の用途に供される。樹脂被膜は、キャリヤーフィルムの表面に粘着剤等の樹
脂と溶媒からなる塗液を塗布した後、加熱して溶媒を除去することにより成形される。セ
ラミックシートは、セラミック粉体とバインダー剤等とを溶媒に分散させたスラリーをキ
ャリヤーフィルム上に塗工した後、溶媒を加熱除去することによりセラミック生シート（
セラミックグリーンシート）として成形される。
【０００４】
上記の溶媒として、従来は有機溶剤が用いられていたが、最近は有機溶剤に代わって水が
用いられることが多くなっている。すなわち、粘着剤を含む塗液にはエマルジョン等のよ
うな粘着剤の水溶液が用いられ、スラリーの塗工には水分散スラリーが用いられるように
なった。この理由としては、水は有機溶剤に比べて火災や環境汚染の危険がないため溶液
やスラリーの濃度調整工程、塗工工程や加熱除去工程等において塗液の取り扱いが極めて
容易となることが挙げられる。
【０００５】
しかしながら、水は有機溶剤に比べて表面張力が大きい（水の表面張力 (γＬ )は７３ dyn/
cm程度）ため、表面エネルギーの小さな離形層面（例えばシリコーン系離形層の表面張力
(γＬ )は１９～２１ dyn/cm程度）に粘着剤の水溶液や水分散スラリー等の水性塗液を塗工
した際に、塗液がフィルム面に液滴状に散在する状態（以下ハジキと表現することがある
）となり、離形層面が均一にならないことが大きな問題となる。
【０００６】
この問題を改良するため、塗液（樹脂溶液やスラリー）を高粘度とする方法や、塗液の表
面張力を低減させるために界面活性剤等を配合する方法が考えられる。しかしながら、塗
液を高粘度にすると塗工の際のレベリングが難しく塗膜の厚みが均一になりにくく、樹脂
シート、樹脂被膜やセラミックシート等の薄膜化が困難という欠点がある。また、塗液に
界面活性剤を配合すると、その種類や量によってはシート強度が低下し安定した製品が得
られない等の問題がある。
【０００７】
一方、離形フィルムをキャリヤーフィルムとして用いてシートや被膜を生産する際の離形
フィルムの基材としては、ポリエチレン、ポリプロピレン等のオレフィン系樹脂やポリエ
チレンテレフタレート等のポリエステル系樹脂の延伸フィルムが使用されることが多い。
ところが、基材フィルムは樹脂溶液やスラリーが塗工された後フィルムのガラス転移温度
付近かあるいはそれ以上の温度で加熱されるため、荷重による寸法変化やシワ等の熱変形
が生じて、成形された樹脂被膜やセラミックシートの厚みムラや平面性等が悪化しその性
能が低下するという問題がある。また、生産性を向上させる目的で生産ラインの速度を上
げる場合、速く溶媒除去できるよう加熱温度を従来よりさらに高温にすることが必要とな
る。この場合、前述の問題がより顕在化するためその改良が望まれている。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】
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本発明の目的は、かかる従来技術の欠点を解消し、塗工用に水系の塗液を用いてもハジキ
が生じない（濡れ性がよい）離形層表面を有し、各種粘着剤被膜、樹脂シート、セラミッ
クシート等に対し適度の力で剥離が可能（離形性がよい）であり、かつキャリヤーフィル
ムとして用いた際に、加熱下での寸法変化が極めて小さい離形フィルムを提供することに
ある。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
本発明は、二軸配向ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレートフィルムの少
なくとも片面に、アルキッド樹脂、アクリル樹脂及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物１
００重量部に対し、シリコーン樹脂１～３０重量部を配合して得られる樹脂組成物を主成
分とする離形層を設けた離形フィルムであって、１２０℃における１５０ｇｆ／ｍｍ 2応
力下での寸法変化率の絶対値が応力方向及びその垂直方向とも０．２％以下であることを
特徴とする離形フィルムである。
【００１０】
ここで、寸法変化率の絶対値とは、短冊状に切り出した離形フィルムの長手方向に一定の
応力を加えながら、離形フィルムを室温から５℃／分の速度で昇温し、所定の温度に到達
した時の寸法変化から求めた寸法変化率の絶対値であり、応力方向（離形フィルムの長手
方向）、垂直方向（離形フィルムの幅方向）別にそれぞれ求める。
【００１１】
本発明においては、ベースフィルムとして二軸配向ポリエチレン－２，６－ナフタレンジ
カルボキシレートフィルムを用いる。このフィルムを構成するポリエチレン－２，６－ナ
フタレンジカルボキシレート（以下ＰＥＮと略することがある）とは、エチレン－２，６
－ナフタレンジカルボキシレートを主たる繰り返し単位とするポリエステルである。この
ＰＥＮは、ホモポリマーであってもよく、フィルムの耐熱変形性を損なわない範囲で共重
合成分を少量（例えば１０モル％以下、特に５モル％以下）共重合したコポリマーであっ
てもよい。
【００１２】
上記の共重合成分としては、例えばテレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、ナフタレン
－２，７－ジカルボン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、４，４’－ジフェニルエ
ーテルジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸類、シュウ酸、アジピン酸等の脂肪族ジカル
ボン酸類、ｐ－オキシ安息香酸、ｐ－オキシエトキシ安息香酸等のオキシカルボン酸類、
ジエチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，３－プロピレングリコール
、１，４－テトラメチレングリコール、１，６－ヘキサメチレングリコール、ネオペンチ
ルグリコール等のグリコール類を好ましく挙げることができる。
【００１３】
また、ＰＥＮポリマーは、グリセリン、ペンタエリスリトール、トリメリット酸、ピロメ
リット酸等のような３官能以上の成分を極小量（実質的に線状のポリマーが得られる範囲
）共重合したものであってもよい。
【００１４】
さらに、ＰＥＮポリマーは、その耐加水分解性を向上させるために例えば安息香酸、メト
キシポリアルキレングリコール等の一官能性化合物によって末端の水酸基及び／又はカル
ボキシル基の一部又は全部を封鎖したものであってもよい。
【００１５】
本発明に用いるＰＥＮポリマーは、固有粘度が０．５以上であること、エチレン－２，６
－ナフタレンジカルボキシレートのみを繰り返し単位とするホモポリマーであることが、
ヤング率等の機械的特性や耐熱変形性等の熱的特性に優れたベースフィルムが得られるた
め好ましい。
【００１６】
かかるＰＥＮポリマーは公知の方法で製造することができる。例えば、ナフタレン－２，
６－ジカルボン酸又はそのエステル形成性誘導体と、エチレングリコール又はそのエステ
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ル形成性誘導体とを、触媒の存在下で重縮合させることによって製造することができる。
また、ＰＥＮ共重合体の場合は、前述の重合成分に共重合成分を加えて重縮合させること
によって製造することができるし、共重合成分を含むポリエステルとＰＥＮポリマーとを
溶融状態で混合しエステル交換反応を行なわせることによって製造することもできる。
【００１７】
なお、ＰＥＮポリマーには、フィルムの滑り性を良好なものとするため、平均粒径が０．
０１～２０μｍの無機微粒子あるいは有機微粒子を、例えば０．００５～２重量％含有さ
せることが好ましい。かかる微粒子の具体例として、シリカ、アルミナ、カオリン、炭酸
カルシウム、酸化チタン、硫酸バリウム、カーボンブラック等の無機微粒子、架橋アクリ
ル樹脂、架橋ポリスチレン樹脂、メラミン樹脂、架橋シリコーン樹脂等の有機微粒子を好
ましく挙げることができる。
【００１８】
前記微粒子以外にも、安定剤、紫外線吸収剤、難燃剤、帯電防止剤等の添加剤を配合する
ことができる。また他の熱可塑性樹脂を少量（例えば２０重量％以下、特に１０重量％以
下）ブレンドすることもできる。
【００１９】
本発明に用いる二軸配向ＰＥＮフィルムは、逐次二軸延伸法、同時二軸延伸法等の従来か
ら知られている方法で製造することができる。例えば、逐次二軸延伸法では、ＰＥＮポリ
マーを十分に乾燥してから溶融押出法にて未延伸フィルムを製造し、続いて該未延伸フィ
ルムを１３０～１５０℃の温度で縦方向に２～６倍延伸し、次いで１２０～１５０℃の温
度で横方向に２～６倍延伸を行い、さらに２２０～２５５℃の温度で５秒～１分間熱固定
することにより製造することができる。なお、この熱固定は制限収縮下に行なってもよい
。溶融押出の際、静電密着法を使用することが好ましい。
【００２０】
また、二軸配向ＰＥＮフィルムの等方性を良好なものとするために、前述の縦方向及び横
方向の延伸倍率をほぼ同じにすることが好ましい。
【００２１】
さらに、離形フィルムの１１０℃付近での耐熱変形性をさらに改善するには、熱固定後の
二軸配向ＰＥＮフィルムを離形層を塗設する前に４～２０ｋｇｆ／ｃｍ 2の張力下で１０
０～１５０℃の温度で１０秒～２分間熱弛緩処理してフィルムの内部応力を緩和させるの
が特に好ましい。
【００２２】
本発明に用いる二軸配向ＰＥＮフィルムの厚みは特に限定されないが２５～１００μｍで
あることが好ましい。
【００２３】
本発明においては、二軸配向ＰＥＮフィルムの少なくとも片面に、アルキッド樹脂、アク
リル樹脂及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物とシリコーン樹脂とを配合して得られる樹
脂組成物を主成分とする離形層を設ける。
【００２４】
本発明における樹脂組成物のうちアルキッド樹脂及びアクリル樹脂はシリコーン樹脂を配
合することによりその少なくとも一部がシリコーン樹脂との共重合体を形成し、メラミン
樹脂は主としてアルキッド樹脂と架橋反応して離形層を硬化させるように作用する。
【００２５】
上記のアルキッド樹脂とは、酸成分として無水フタル酸等の多塩基酸と、グリコール成分
としてグリセリンやエチレングリコール等の多価アルコールとの縮合物を骨格とし、これ
を乾性油等の脂肪酸で変性した樹脂である。かかる脂肪酸としてはヒマシ油、大豆油やア
マニ油等が好ましく例示されるが、任意の組み合わせにより各種脂肪酸を用いてもよい。
【００２６】
本発明における樹脂組成物では、例えばアルキッド樹脂の製造中又は製造後にシリコーン
樹脂を配合し、アルキッド樹脂にシリコーン樹脂をグラフト重合させることができる。
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【００２７】
アクリル樹脂は、離形層の靭性を高めるため、また離形層表面の濡れ性を良好なものとす
るため配合される。このアクリル樹脂としては、例えばポリアクリル酸、ポリメタクリル
酸、ポリメタクリル酸メチル等を用いることができる。アルキッド樹脂とアクリル樹脂の
混合比率は、その混合比率により様々な物性が得られるため目的に応じて変えることがで
きるが、アルキッド樹脂１００重量部に対しアクリル樹脂を５０～３００重量部の比率で
混合することが好ましい。
【００２８】
メラミン樹脂としては、例えばメチル化メラミン樹脂、ブチル化メラミン樹脂、メチル化
尿素メラミン樹脂等を用いることができる。アルキッド樹脂及びアクリル樹脂に対するメ
ラミン樹脂の混合比率は、アルキッド樹脂及びアクリル樹脂の合計量１００重量部に対し
メラミン樹脂を１０～２００重量部の比率で混合することが好ましい。また、メラミン樹
脂とアルキッド樹脂との架橋反応の触媒として、例えばパラトルエンスルホン酸ソーダ等
の酸性触媒を使用できる。
【００２９】
シリコーン樹脂は、基本骨格がポリジメチルシロキサンからなるポリマーであるが、アル
キッド樹脂等との相溶性を向上させるため末端や側鎖にフェニル基やアルキル基等を有す
ることが好ましい。かかる具体例として、ポリフェニルポリシロキサン、ヒドロキシル基
置換ジフェニルポリシロキサン等が挙げられる。シリコーン樹脂の配合割合は、アルキッ
ド樹脂、メラミン樹脂及びアクリル樹脂の合計量１００重量部に対しシリコーン樹脂１～
３０重量部であることが好ましく、５～１０重量部であることが特に好ましい。
【００３０】
本発明においては、二軸配向ＰＥＮフィルムの少なくとも片面に離形層を設ける。この離
形層は例えば前述の離形層を構成する成分を含む塗液をフィルムに塗布し、加熱乾燥及び
硬化させて塗膜を形成させることにより塗設することができる。この塗液の塗工方法とし
ては公知の任意の塗工法が適用できる。例えばロールコート法、ブレードコート法、バー
コート法等を挙げることができる。加熱乾燥条件としては８０～１６０℃で１０～１２０
秒間、特に１２０～１５０℃で２０～６０秒間が好ましい。また、塗工乾燥後の離形層の
厚みは０．０２～５０μｍであることが好ましく、特に０．１～１μｍであることが好ま
しい。
【００３１】
本発明においては、二軸配向ＰＥＮフィルムと離形層との密着性を高めるために、二軸配
向ＰＥＮフィルムと離形層の間に接着層を設けることが好ましい。この接着層には、例え
ばシランカップリング剤が好ましい。このシランカップリング剤としては一般式Ｙ－Ｓｉ
－Ｘ 3で表わされるものを挙げることができる。ここで、Ｙは例えばアミノ基、エポキシ
基、ビニル基、メタクリル基、メルカプト基等で代表される官能基、Ｘはアルコキシ基で
代表される加水分解性の官能基を表わす。上記の接着層の厚みは、０．０１～５μｍの範
囲が好ましく、０．０２～２μｍの範囲が特に好ましい。接着層の厚みが上記の範囲であ
ると二軸配向ＰＥＮフィルムと離形層の密着性が良好となり、また接着層を設けた二軸配
向ＰＥＮフィルムがブロッキングしにくいため、フィルムの取り扱いで問題が生じにくい
利点がある。
【００３２】
【実施例】
以下、実施例を掲げて本発明を更に説明する。なお、各特性値は下記の方法で観察及び測
定した。
【００３３】
（１）水系塗液の濡れ性
セラミック粉体分散スラリーの組成
ａ．セラミック粉体（チタン酸バリウム）　１００重量部
ｂ．水溶性アクリルエマルジョン　　　　９～１３重量部
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ｃ．水溶性ポリウレタン樹脂　　　　　　　　　１重量部
ｄ．ポリカルボン酸アンモニウム　　　　　　　１重量部
ｅ．水　　　　　　　　　　　　　　　１０～２０重量部
ｆ．アンモニア　　　　　　　　　　　　　　　１重量部
上記成分をボールミルにて混合し、ヘッグマングラインドゲージで７以上となるよう分散
させた。次に、このセラミック粉体分散スラリーを１ｍｉｌの間隙を有するストレートエ
ッジアプリケーターを用い、離形フィルムの離形層面に塗工し、１１０℃で２分間乾燥後
、塗工エッジのハジキ状態を観察し下記の基準にて水系塗液の濡れ性を評価した。
Ａ：ハジキ状態が観察されない（濡れ性良好）
Ｂ：ハジキ状態が若干観察される（濡れ性やや良好）
Ｃ：ハジキ状態が観察される（濡れ性不良）
【００３４】
（２）セラミックシートの剥離性
前項の方法で形成されたセラミックシートを離形フィルムより剥離した際の剥離状態を観
察し下記の基準にて剥離性を評価した。
Ａ：容易に剥離できる（剥離性良好）
Ｂ：剥離強度が大きく、素早く引張るとセラミックシートが破断する（剥離性やや良好）
Ｃ：セラミックシートが破断する（剥離性不良）
Ｄ：ハジキ状態のためシート化不可
【００３５】
（３）残留接着率
ポリエステル粘着テープ（ニットー３１Ｂ）をＪＩＳ　Ｇ４３０５に既定する冷間圧延ス
テンレス板（ＳＵＳ３０４）に張り付けた後の剥離力を測定し、基礎接着力（ｆ 0）とし
た。次に、新しい前述のポリエステル粘着テープを離形フィルムの離形層塗設面に２ｋｇ
の圧着ローラーで圧着し、３０秒間維持した後粘着テープを剥がす。そして剥がした粘着
テープを上記ステンレス板に貼り、剥離力を測定し、残留接着力（ｆ）とした。得られた
基礎接着力（ｆ 0）と残留接着力（ｆ）より下記式を用いて残留接着率を求めた。
【００３６】
【数１】
残留接着率（％）＝（ｆ／ｆ 0）×１００
なお、残留接着率の好ましい範囲は８５％以上である。残留接着率が８５％未満であると
、例えば離形フィルムをロール状に巻いて保管する際に、離形層を構成する成分が隣接す
るフィルムに転写（背面転写）し、離形層の濡れ性や剥離性等の特性が不良となることが
あるため好ましくない。
【００３７】
（４）耐熱変形性
測定方向に３０ｍｍ以上、幅４ｍｍで切り出した短冊状の離形フィルムをＴＭＡ（熱応力
歪み測定装置、セイコー電子工業株式会社製ＴＭＡ／ＳＳ１２０Ｃ）の治具にチャック間
が１０ｍｍになるように装着し、１５０ｇｆ／ｍｍ 2の応力を加え、室温から５℃／分の
昇温速度で加熱し、１２０℃に到達したときの寸法変化を応力方向、垂直方向別に測定し
、下記式にて計算して求めた。
【００３８】
【数２】
寸法変化率の絶対値＝｜寸法変化／チャック間距離｜×１００
【００３９】
［実施例１］
固有粘度が０．６２のＰＥＮポリマーを押出機で溶融し、フィルム状の溶融ポリマーをダ
イスから４０℃に維持してある回転冷却ドラム上に押出し、静電密着法を用いて溶融ポリ
マーを回転冷却ドラムに密着させて急冷し未延伸フィルムとした。次いで、この未延伸フ
ィルムを縦方向に３．７倍、引き続き横方向に３．８倍延伸し、さらに２４０℃にて熱固
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定を行なって厚さ５０μｍの二軸配向ＰＥＮフィルムを得た。その後この二軸配向ＰＥＮ
フィルムを１５ｋｇｆ／ｃｍ 2の張力下で１００℃で２０秒間熱弛緩処理を行なった。
【００４０】
次に、アルキッド樹脂（ヤシ油変性アルキッド樹脂）１００重量部、アクリル樹脂（ポリ
アクリル酸）２００重量部、メラミン樹脂（ブチル化メラミン樹脂）５０重量部及びシリ
コーン樹脂（ポリフェニルポリシロキサン）３５重量部（アルキッド樹脂、アクリル樹脂
及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物１００重量部に対しシリコーン樹脂１０重量部の割
合に相当）を混合して得られた樹脂組成物をメチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン及びトルエンの混合溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度が３重量％の溶液を作成した
。さらに、硬化反応の促進剤として酸触媒（パラトルエンスルホン酸）を上記溶液に添加
して塗液を作成した。
【００４１】
この塗液を前述の熱弛緩処理後の二軸配向ＰＥＮフィルムの片面に、８ｇ／ｍ 2（ｗｅｔ
）の塗布量で塗布し、１５０℃で１分間加熱乾燥し塗膜を硬化させて離形層の厚さ０．３
μｍの離形フィルムを得た。この離形フィルムの特性を表１に示す。
【００４２】
［実施例２］
熱弛緩処理条件を、８ｋｇｆ／ｃｍ 2の張力、１２０℃、１分間に変更する他は実施例１
と同じ方法で二軸配向ＰＥＮフィルムを作成した。
【００４３】
次に、アルキッド樹脂（ヒマシ油変性アルキッド樹脂）１００重量部、アクリル樹脂（ポ
リアクリル酸エチル）１００重量部、メラミン樹脂（ブチル化メラミン樹脂）１００重量
部及びシリコーン樹脂（ヒドロキシル基置換ジフェニルポリシロキサン）７５重量部（ア
ルキッド樹脂、アクリル樹脂及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物１００重量部に対しシ
リコーン樹脂２５重量部の割合に相当）を混合して得られた樹脂組成物をメチルエチルケ
トン、メチルイソブチルケトン及びトルエンの混合溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度
が３重量％の溶液を作成した。さらに、硬化反応の促進剤として酸触媒（パラトルエンス
ルホン酸）を上記溶液に添加して塗液を作成した。
【００４４】
この塗液を前述の熱弛緩処理後の二軸配向ＰＥＮフィルムの片面に、８ｇ／ｍ 2（ｗｅｔ
）の塗布量で塗布し、１５０℃で１分間加熱乾燥し塗膜を硬化させて離形層の厚さ０．３
μｍの離形フィルムを得た。この離形フィルムの特性を表１に示す。
【００４５】
［実施例３］
アルキッド樹脂（ヒマシ油変性アルキッド樹脂）１００重量部、アクリル樹脂（ポリアク
リル酸１００重量部及びポリメタクリル酸エチル１００重量部）２００重量部、メラミン
樹脂（ブチル化メラミン樹脂）１００重量部及びシリコーン樹脂（ヒドロキシル基置換ジ
フェニルポリシロキサン）８０重量部（アルキッド樹脂、アクリル樹脂及びメラミン樹脂
からなる樹脂混合物１００重量部に対しシリコーン樹脂２０重量部の割合に相当）を混合
して得られた樹脂組成物をメチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン及びトルエンの
混合溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度が３重量％の溶液を作成した。さらに、硬化反
応の促進剤として酸触媒（パラトルエンスルホン酸）を上記溶液に添加して塗液を作成し
た。
【００４６】
二軸配向ＰＥＮフィルムに塗布する塗液として上記のものを用いる以外は実施例２と同じ
方法で離形フィルムを作成した。
【００４７】
［比較例１］
固有粘度が０．６２のポリエチレンテレフタレート（以下ＰＥＴと略することがある）ポ
リマーを押出機で溶融し、フィルム状の溶融ポリマーをダイスから４０℃に維持してある
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回転冷却ドラム上に押出し、静電密着法を用いて溶融ポリマーを回転冷却ドラムに密着さ
せて急冷し未延伸フィルムとした。次いで、この未延伸フィルムを縦方向に３．６倍、引
き続き横方向に３．９倍延伸し、さらに２２０℃にて熱固定を行なって厚さ５０μｍの二
軸配向ＰＥＴフィルムを得た。その後この二軸配向ＰＥＴフィルムを８ｋｇｆ／ｃｍ 2の
張力下で１２０℃で１分間熱弛緩処理を行なった。
【００４８】
次に、塗液としてポリジメチルシロキサンとジメチルハイドロジェンシランの混合溶液に
白金触媒を加えて付加反応させるタイプの硬化型シリコーン（信越化学工業株式会社製、
ＫＳ８４７（Ｈ））をメチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン及びトルエンの混合
溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度が２重量％の溶液を作成した。この塗液を前述の熱
弛緩処理後の二軸配向ポリエチレンテレフタレートフィルムの片面に、６ｇ／ｍ 2（ｗｅ
ｔ）で塗布し、１５０℃で１分間加熱乾燥し塗膜を硬化させて離形層の厚さ０．１５μｍ
の離形フィルムを得た。この離形フィルムの特性を表１に示す。
【００４９】
［比較例２］
比較例１と同じ方法で、ＰＥＴポリマーを溶融押出した後延伸して厚さ５０μｍの二軸配
向ＰＥＴフィルムを得た。なお、この二軸配向ＰＥＴフィルムは熱弛緩処理を実施しなか
った。
【００５０】
次に、アルキッド樹脂（ヤシ油変性アルキッド樹脂）１００重量部及びメラミン樹脂（ブ
チル化メラミン樹脂）４０重量部からなる樹脂組成物をメチルエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン及びトルエンの混合溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度が３重量％の溶液
を作成した。
【００５１】
この塗液を前述の二軸配向ＰＥＴフィルムの片面に、８ｇ／ｍ 2（ｗｅｔ）の塗布量で塗
布し、１５０℃で１分間加熱乾燥し塗膜を硬化させて離形層の厚さ０．３μｍの離形フィ
ルムを得た。この離形フィルムの特性を表１に示す。
【００５２】
［比較例３］
固有粘度が０．６２のＰＥＮポリマーを押出機で溶融し、フィルム状の溶融ポリマーをダ
イスから４０℃に維持してある回転冷却ドラム上に押出し、静電密着法を用いて溶融ポリ
マーを回転冷却ドラムに密着させて急冷し未延伸フィルムとした。次いで、この未延伸フ
ィルムを縦方向に３．７倍、引き続き横方向に３．８倍延伸し、さらに２５０℃にて熱固
定を行なって厚さ５０μｍの二軸配向ＰＥＮフィルムを得た。なお、この二軸配向ＰＥＮ
フィルムは熱弛緩処理を実施しなかった。
【００５３】
次に、アルキッド樹脂（ヤシ油変性アルキッド樹脂）１００重量部、アクリル樹脂（ポリ
アクリル酸）２００重量部、メラミン樹脂（ブチル化メラミン樹脂）５０重量部及びシリ
コーン樹脂（ポリフェニルポリシロキサン）３５重量部（アルキッド樹脂、アクリル樹脂
及びメラミン樹脂からなる樹脂混合物１００重量部に対しシリコーン樹脂１０重量部の割
合に相当）を混合して得られた樹脂組成物をメチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン及びトルエンの混合溶媒中に溶解させ、全体の固形分濃度が３重量％の溶液を作成した
。さらに、硬化反応の促進剤として酸触媒（パラトルエンスルホン酸）を上記溶液に添加
して塗液を作成した。
【００５４】
この塗液を前述 軸配向ＰＥＮフィルムの片面に、８ｇ／ｍ 2（ｗｅｔ）の塗布量で塗
布し、１５０℃で１分間加熱乾燥し塗膜を硬化させて離形層の厚さ０．３μｍの離形フィ
ルムを得た。この離形フィルムの特性を表１に示す。
【００５５】
【表１】
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【００５６】
表１より明らかなように、実施例１～３に示した本発明の離形フィルムは、耐熱変形性、
表面の濡れ性すなわち水系塗液に対する耐ハジキ性、シートの剥離性及び塗膜の非移行性
に優れる。
【００５７】
【発明の効果】
本発明の離形フィルムは、ベースフィルムとして二軸配向ＰＥＮフィルムを用いることに
より、樹脂シート等の成形時の溶媒加熱除去を高温度、高荷重で行なってもシート類の変
形が見られず、かつ寸法精度の高いシート類を製造することができる。
【００５８】
また、離形層にアルキッド樹脂、アクリル樹脂、メラミン樹脂及びシリコーン樹脂からな
る樹脂組成物を硬化させた被膜を用いることで、各種被膜やシート成形用に水系塗液を用
いた際、濡れ性に優れ、また各種樹脂シート、樹脂被膜やセラミックシート等に対する剥
離性に優れるため、粘着剤被膜の保護フィルムや樹脂シート、樹脂被膜、セラミックシー
ト等の成形用キャリヤーフィルムに有用である。
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